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1．はじめに 
1995 年に起きた阪神･淡路大震災では、国や自治体におけ

る地震防災対策の様々な問題点が浮き彫りになった。すなわ
ち、事前準備として適切な震源及び地盤情報を考慮した地震
被害想定の不備が明らかになり、その結果、地震被害想定の
大幅な見直しが行われた。また直後対応としては適切な地震
災害情報の把握と、それに基づいた初動体制の遅れという問
題も浮き彫りにされた。その結果、国や自治体独自で地震被
害想定や地震情報伝達システムの構築がなされてきた 1)。そ
ういった社会情勢を受け､文部科学省防災科学技術研究所で
はリアルタイム地震情報伝達システム(ROSE)2)を構築した。
著者らはその一部である面的なリアルタイム地震動推定につ
いて､全国規模を対象として、震源の即時モデルによる推定
と強震観測データ(K-Net)を用いた推定を検討し､その際必要
となる表層地盤特性についても検討を行ってきた。その結果、
強震観測データを用いた推定方法が安定した推定結果が得ら
れることを確認した 3)。 
本研究では、全国の表層地盤特性について、PS 検層データ

から計算した増幅率と地形分類図と標高から算出した増幅率
の比較を行った。また、東京都を対象とした表層地盤増幅特
性については、本研究で作成した全国規模の表層地盤特性の
データベース(500m メッシュ)と現在作成中のデータベース
(250m メッシュ)、ボーリングデータをもとに作成された地
盤データ(100m メッシュ)を基に表層地盤データの精度につ
いても検討を行った。 

2．研究の流れ 
はじめに地震動推定の一連の流れは､全国規模の地震動推

定を検討するため､内閣府の地震被害想定支援マニュアル(以
下マニュアルとする) 4)を参考とした。 
地震動推定方法について、著者らはこれまで､点震源 5)を用

いた距離減衰式による推定方法と強震観測データによる推定
方法の 2 つの方法について K-Net の計測震度を観測値と推定
値で比較､検討した。距離減衰式による推定方法は距離減衰
式として司･翠川式 6)を使い､工学基盤面までの最大速度を求
め、その点における増幅率を乗じて地表における最大速度と
する。強震観測データによる推定方法は最大 50km 以内かつ
最大 5 点の観測値(Vbi)を用いて､距離(di)による重み付けを行
い､任意点における最大速度(Vb)を算出し(式(1))､その任意
点における増幅率を乗じて地表面における最大速度を算出す
る。 
 
 
 
 
本研究では表層地盤特性について検討することから、推定

方法は距離減衰式による推定方法を用いた。 
その際の表層地盤特性については PS 検層データによる算

出方法 7)と地形分類図による算出方法 8)の 2 つの算出方法に
よる推定結果についても検討した。 
ここで､PS 検層データによる算出方法では地表から深さ

30m までの地盤の平均 S 波速度から増幅率を算出する。しか
し､K-Net は PS 検層データが 20ｍまでしか達してないので既
往の論文 6)に従い､最下層のデータを 30ｍまで引き伸ばし使
用した。計測震度の算出方法については､観測値の計測震度
の算出方法は気象庁の震度の算出方法 9)を元に算出したもの
で推定値の計測震度の算出方法はマニュアルにある式を使用
した。 

3．表層地盤特性のデータベース化について 
本研究では、日本地図センター発行の土地分類図(1/20 万, 

1/10 万) 9)を基に作成したデジタルマップと標高から松岡･翠
川式により 500m メッシュの速度増幅率を求めデータベース
を作成した(図 1(a))。さらに、現在、5 万分の 1 の土地条件
図を基にし、500m メッシュのデータベースと同様の方法で、
250m メッシュの速度増幅率のデータベースを作成中である
(図 1(b))。また、東京都でもボーリングデータをもとに表層
地盤特性のマップ 11)を作成していることから、このデータを
用いて、100m メッシュ単位の表層地盤特性のデータベース
を作成した(図 1(c))。図 1 の図中の黒印は SK-Net により取り
まとめられた東京都と東京消防庁の観測点である。この図か
ら 500m メッシュでは沖積層が厚く、増幅率が高いといわれ
る下町の増幅率があまり大きくなっていないが､250m メッシ
ュ、100m メッシュと見ていくと増幅率が大きくなっている
このとがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.結果と考察 

4.1．PS 検層データと地形分類による増幅率の比較 
 ここでは、強震記録に K-Net を用いて、PS 検層データから
計算した増幅率と地形分類から計算した増幅率の比較を行っ
た。表 1 は、本研究で検討した地震を示し、図 2 は表 1 にあ

地形分類図による表層地盤特性のデータベース化 
及び、面的な早期地震動推定への適用 
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(a) 1:10 万の地形分類図 (b) 1:2.5 万の土地条件図 

図 1 東京都における速度の増幅度マップ 

(c) 東京都土木研究所
の地盤データ 
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げた地震の観測震度と距離減衰式による推定震度の相関係数
を示す。この図から、表層地盤特性について、PS 検層データ
によるものが地形分類から算出したものよりも相関が高いこ
とがわかる。次に図 3 は表 1.にあげた地震の推定震度から観
測震度を引いた誤差の平均値である。この図から、図 2 と同
様、誤差の平均値でも、PS 検層データによるものが地形分類
から算出したものよりも誤差が小さいことがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2．解像度の違う表層地盤特性のデータベースの比較 
 ここでは、東京都を対象として、3 の表層地盤特性のデー
タベースを用いて、精度の違う表層地盤特性のデータベース
の比較をする。ここで使用する強震観測データは、限られた
地域を対象とすることから、K-Net では荒いため、東京都と
東京消防庁が管理している計測震度計を用いる。これらの計
測震度計は現在、東京大学地震研究所により、SK-Net12)とし
て観測データが取りまとめられており、K-Net と同様にイン
ターネットからダウンロードして使うことが可能である。こ
こで検討する地震は表 1 にある地震のうち、関東地方で発生
した千葉県北東部地震と茨城県南部地震の 2 つの地震を用い
た。ここでは、表層地盤特性のデータベースにおける精度の
違いについて検討することから、推定には距離減衰式を用い
た。 
 図 4 は、精度の違うデータベースにおける、検討した地震
の観測震度と推定震度の相関係数及び、推定震度から観測震
度を引いた誤差の平均値である。この図から、相関係数では、
250m メッシュのものが、他のものより高いが、全体的に低く、
誤差の平均値では、あまり差は見られなかった。また、100m
メッシュではあまり良い結果が得られなかった。このことか
ら、データベースの精度の違いはあまり見られなかったが、
ここで、100m メッシュの速度増幅率は、物理的なデータをも

とに与えた増幅率ではなく、地盤データを沖積層深さで地形
分類に置き換えたため、良い結果が得られなかったと考えら
れ、今後は、強震記録とボーリングデータを用いて地盤ごと
の増幅率を求めていく必要があると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

5.まとめ 
著者らは、これまで全国を対象とした地震動推定について、

独自に表層地盤特性のデータベースを作成し､地震動推定方
法と表層地盤特性についての 2 つについて検討を行ってきた。
その結果、推定方法は強震観測データによる補間法が距離減
衰式による推定方法より安定した結果を示すことを確認した。 
本研究では早期地震動推定における表層地盤特性について、

PS 検層データによる方法と、地形分類と標高による方法の比
較検討を行った。その結果、PS 検層データによる方法が地形
分類と標高による方法よりも安定した推定結果が得られるこ
とがわかった。 
次に東京都を対象として、表層地盤特性の精度について、

精度の違う 3 つのデータベースについても検討した。その結
果、表層地盤特性のデータベースにおける精度の差があまり
見られないことから、地形分類と標高による方法から求めた
増幅率には限界があることがわかった。 
今後は、東京都を対象として、多くの PS 検層データを集

め、表層地盤特性について検討していく必要がある。 
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表 1 本研究で検討した地震  

図 2 観測震度と推定震度の相関係数 

図 3 観測震度と推定震度の誤差の平均値 

図 4 観測震度と推定震度の相関係数、及び誤差の平均値 

(a) 千葉県北東部地震 (b) 茨城県南部地震 

Earthquake Date Longitude Latitude Depth(km) Mw Mjma
千葉県東方沖 1996/9/11 141.2 35.6 53 6.1 6.2

鹿児島県北東部地震 1997/3/26 130.4 32 8 6.1 6.5
鹿児島県北東部地震 1997/5/13 130.3 31.9 11 6 6.3

東京湾の地震 1998/8/29 140 35.6 67 5.3 5.4
千葉県北東部地震 2000/6/3 140.8 35.7 50 6.1 5.8
鳥取県西部地震 2000/10/3 133.4 35.3 11 6.6 7.1

芸予地震 2001/3/24 132.7 34.1 50 6.8 6.4
静岡県中部 2001/4/3 138.1 35 35 5.2 5.3

岩手県南部地震 2001/12/2 141.3 39.4 119 6.5 6.3
茨城県南部 2002/7/13 140.1 36 65 4.9 4.8
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